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教育委員会制度改革をめぐる近年の動向
一 「教育再生実行会議Jの提言以降の改革論議の動向を中心に一
筑波大学大学院 古田雄 一
1 .はじめに
本稿の目的は、特集 「合議布IJ教育委員会制度の再検討jの議論の出発点として、近年の教育委
員会制度改革をめぐる動向を整理することである。なお本稿では、紙幅にも1)良りがあるため、こ
れまで、の主な改革動向を概観しつつも、主に 2013年の 「教育再生笑行会議j以蜂の改革論議を中
心的に取り上げて分析するl。
2 現行の教育委員会制度の概要
現行の教育委員会制度は、首長から独立した行政委員会として全ての都道府県及び市町村ー等に
設置された教育委員会が、教育行政における重要事項や基本方針を決定し、それに基づいて教育
長が具体の事務を執行する仕組みである。
堀 ・榔林 (2009)によれば、 教育委員会の基本原理は、①首長から相対的に独立した執行機関
二合議制行政委員会としての教育委員会の原理、②教育行政におけるレイマンコントロールの原
理、①教育行政におけるプロフェッショナルリーダーシップの原理、④教育行政における管理機
関としての教育委員会の原理(教育委員会は、自治体の公教育を系出;故化する権限と責任を委ねら
れた機関であること)の4つから構成されると捉えられる。こうした教育委員会制度は、戦前の
教育行政からの反省としづ背景から、①政治的中立'1生の確保、②継続性・安定性の碑保、③地域
住民の意向の反映などを趣旨として導入され、またそれらが長-所ともされてきた(小)1 2010; 
文部科学省初等中等教育局 2013)。その一方で、①権限と責任の所在が不明確、②地方住民の意
向を 卜分に反映していなし¥、③教育委員会の審議等が形骸化している、④迅速さ、機動性に欠け
る、創也領域との連携の障壁を生んで、いるとし¥った課題や州:Ijもあり(文部科学省初等中等教育
局 2013;新藤 2013)、これまでもたびたび教育委員会の改革・撤廃の論議がなされてきた。
3.近年の改革動向の整理
(1)近年の教育委員会をめぐる制度改革と改革論議
教育委員会にかかわる近年の教育制度改革としては、教育長の任命承認制度の廃止(地方分権
一括法) (1999 年)、教育委員の構成の多様化や教育委員会会議の原則公開 (200 11~三)、地方教育
行政の主目織及び運営に関する法律(地教行法)改正 (2007年)などがある。2007年の地数行法改
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正は、いじめによる子どもの自殺問題や高校必修科目履修漏れ問題などから、 2006年の安倍政権
で、設置された教育再生会議が、教育委員会の責任体制の不備を課題として取り上げ、法改正を図
ったもので、あった(小川 2013)。
また議論レベノレで、も、教育委員会制度に関しては、改廃論議がたびたびなされてきた。例えば
新藤宗幸は、文部科学省を頂点とする行政系列に支えられ、首長の影響力から相当独立している
教育委員会は分権時代に適合しないとして、教育委員会制度廃止論を唱えてきた(新藤 1997)。
また穂坂 (2005)は、前例踏襲になりやすい、責任の所在が不明確、教育長の追認になりやすい
といった合議制教育委員会の難点を指摘し、首長を責任者としつつ直接的指衛権を教育長に委ね、
その下に「地域教育審議会」の設置を提案している。
(2)教膏再生実行会議の提言以降の改革論議における基本的な問題意識と動向
2013年1月に閣議決定され設置された教育再生実行会議は、同年4月 15日に「教育委員会制
度等の在り方について(第二次提言)J (以下「第二次提言j と表記)をまとめた。「第二次提言J
は、現行制度について、「合議制の執行機関で、ある教育委員会、その代表者である委員長、事務の
統括者である教育長の問での責任の所在の不明確さ、教育委員会の審議等の形骸化、危機管理能
力の不足といった課題J(p. 2) を指檎ムし、「非常勤の委員の合議体である教育委員会では、日々変
化する教育問題に迅速に対処し、責任を果たしてし 1くにはおのずと限界があるJ(p. 2) という問
題意識を述べている九つまり、「第二次提言J以降の改革論議の出発点にあったのは、教育委員
会にかかわる諸言恥題の中でも主として、権限・責任の所在の不明確さや、意思決定の迅速さ・機
動i生の問題、また合議詰IJ教育委員会の審議事項を絞る必要性などで、あった。
「第二次提言jを受けて、 2013年4月25日に「今後の地方教育行政の在り方について(諮問)J 
が提出され、「第二次提言Jで、提示された改革の方向性を踏まえた具体的実施方法や法制化に関わ
る事項を中心に、中央教育審議会の教育制度分科会において1食言すが行われた。中間まとめである
「今後の地方教育行政の在り方について(審議経過報告)J 10月 11月付;以下「中間まと
めJと表記)の公表やパフぐリック・コメントを経て、同年 12月 13日に「今後の地方教育行政の
り方について(答申)J (中教審第 166号;以下「答申j と表記)が取りまとめられた。
「第二次提言Jの問題意識を引き継ぎ、教育制度分科会での議論での中心的な論点は、教育長同.
教育委員会の権限と責任の明確化や、首長の責任の明確化となった九ただし、制度設計に|捺し
ては、現行制度の趣旨・長所でもある、政治的中立性や、継続性・安定性の担保を求める意見も
根強かった40 その結果、 f答申jでは、次章で検討するように、首長を事rL1子機関とする案と、教
育委員会を執行機関とする案の、二つの改革案を併記するとしづ措置を採ることとなった o
4. r今後の地方教育行政の在り方について(答申)Jの改革案とその形成過程
(1)教育長園教育委員会の権限と責任の明確化
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一連の改革論議の中心的な問題意識で、あった、教育長や教育委員会の権限・責任の明確化に関
しては、「答申」は、教育長を地方教育行政の責任者として位置づけるとともに、教育委員会につ
いてはその役割や審議事項を絞るとし1う基本的方向性を示している。
教育長は、「常勤の教育行政の専門家で、ある教育長を地方公共担体の教育行政の責任者とする」
(p. 6) とされ、学校等の教育現場で生じる個別具体的な事案については、常勤の教育長を責任者
とするとともに、深刻な事案が生じた擦も、教育長の指揮のもと迅速に対応できるようにすると
いう方向性が提示されている (p.6-7)。一方、合議制教育委員会については、政治的中立性、継
続|主・安定性の確保、地域住民の意向の反映が必要とされる事項などに審議事項を絞ることで、
重要事項や基本方針の審議に注力できるようにし、教育長との役割分担を明確化することが提案
されている (p.6)。同時に、教育長が責任者として明確化されることに伴い、教育委員には教育
長の事務執行をチェックする役割が求められる (p.6)。
こうした改革により、権限・責任の所在の不明確さや、迅速さ・機動性といった課題を来二り越
えることが見込まれる。また、審議の形骸化についても、改善が期待されているヘなお、ここ
でしづ迅速さ・機動性とは、ーヒに述べた範囲で、は、主として深刻な事案が生じた際の対応などに
おける迅速さ・機動性であり、教育委員会が審議すべき重要事項や基本方針ーなどについては、従
来通り、継続性・安定性がある程度残される。ただし、次節で述べる、「答申Jの中盤で提示され
る改革案の中には、これらも変化させうる要素が含まれていることには留意したい。
こうした一連の方向性は、 10月の「中間まとめjの段階で既におおむね固まっていた。実際、
「中間まとめjで出されたこつの改革案でも、ともに教育長を地方教育行政の責任者と位置づけ
る点や、教育委員会の審議事項を絞る点では共通している。
ただし、現行法制下では教育長を報折子機関とすることはできないため¥教育長を責任者に位
置づけるには、首長を報ぱ子機関とし、その補助機関として教育長を位置づけるか、教育委員会を
執行機関とし、その補助機関として教育長を位置づけるかというこつの選択肢が考えられること
になる。 10月の i中間まとめjで提示された iA案JiB案j というこつの改革案も、これらの選
択肢を踏まえたものであり、「中間まとめJ前後以降は、首長を執行機関とする案と教育委員会を
執行機関とする案の二つ8をベースにしながら、権限・責任の所在、政治的中立性や安定性・継
教育委員会と首長の力関係などの観点から議論が展開されていくことになる。
(2)執行機関をめぐる二つの改革案と、教資委員会と首長の連携に向けた議論
前述のような議論を経て「答申jで提示されたこつの案は、どのようなものなのか。
まず、「制度改革案jと称された、首長を報肝機関とし、その補助機関(公立学校の管理等の教
育に関する事務執行の責任者)として教育長を位置づける案 ([~ll )から検討したい。この案で
は、教育長の任命・罷免に関しては首長が議会のj司意を得て行し¥(p. 11)、教育委員会が教育長を
{日7する現行制度と比べると、首長の教育長(および広義の教育委員会)への影響力は強まる。
-4 
田雄一:教育委員会制度改革をめぐる近年の動向
一方、教育長の権限に属する事務の執行については、首長は、原則として対抗的な方針を示すに
とどめ、ヨ常的に指示は行わないこととされ (p.11)、具体的な職努のレベルで、は首長からの独立
性はある程度担保されるといえる。
教育委員会の権限については、改革案では、「政治的中立性、継続性・安定性を確保するため、
首長が教育に関する大綱的方針を策定する際には、教育委員会の議を経ること勺 (p.12) とされ
る。つまり、大綱的方針を策定する権限は首長側にあり、教育委員会はそれに対して審議を行う
役割を担う。また、教育長に対する教育委員会の役割としては、教育長が次年度の施策を策定す
る際の審議や、教育長の事務報ぱ子の状況の点検・評価や勧告を行うこととされる。
この改革案では、首長からの柁対的独立性や教育行政における管理機関としての教育委員会の
原理といった原理自体に変化が加わる。その結果、具体的に考えられる影響として、大織的方針
が現行制度下と比べると変化しやすくなる(政治的中立性、五|主続性・安定性が減退する)点や、
他領域との連動性が高まりやすくなる点などが考えられる。
続いて、明IJ案j として提示された案を検討したい(図 2)。これは現行制度と同じく、教育委
員会を執行機関とし、その補助機関として教育長を位置づける案であり、教育委員会の性格を改
めることで、改革の要請に応えるものである。首長と教育長の関係(任命・罷免、職務)につい
ては、先ほどの「制度改革案j と同様である。異なるのは、教育委員会が大綱的方針を策定する
権限をもち、首長はそれに際して協議を求めることができるという、教育委員会の性格や、首長
と教育委員会の関係にかかわる点だ。この改革案では、政治的中立性や継続性・安定性は担保さ
れやすくなる反面、教育長の事務執行が著しく適性を欠く場合の責任の取り方の問題が指摘され
ていたほか (p.16)、先ほどの案と比べると、他領域との連動性などは課題として残るだろう。
なお、これまで見てきた両案が、 f中間まとめjの時点の二つの案と比べて特徴的なのは、どち
らの案でも、首長と教育委員会の連携が意識されている点である。第 37回(11月 18El)の教育
制度分科会の議論でも、現行制度下でも首長と教育委員会の信頼関係や、情報や課題の共有がで
きる関係が重要となっているとしづ認識のもと 1()、両者のヨ常的な関係を[2Qに明記すべきという
意見や、両者の協議の機会を設けることを求める意見などが複数の委員からあがっていた 110 教
育委員会と首長の教育行政における政治的分業が制度的に予定されている現行制度下において
(堀・柳林 2009)、首長と教育委員会との連携協力・パートナーシップが重要であることは、これ
までも複数の研究で指摘されてきたが(堀・柳林 2009;矢野 2013;河野 2013ほか)、新しい改
革案においても、首長と合議制教育委員会がそれぞれある程度の権限と責任を有し、両者の連携
を組み込んだ、内容が提出されたことは重要である。これは、「中間まとめ」以降の議論において、
首長と教育委員会のどちらを報ぱ子機関にするかというこ項対立的な議論をするのではなく、それ
ぞれの案の懸念をいかに取り除くかを中心的な論点に据えていったことの帰結であり 12、どちら
の案になった場合でも首長と教育委員会の両方に一定の権限や責任をもたせた上で、両者の関係
を調整することで、懸念を軽減しようとしづ方針に落ち着いていったことがうかがえる。
?
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5.考察ー多様性に関かれた公教育陸地方教育行政にむけて
「第二次提言j以降の教育委員会改革論議においては、基本的に、教育委員会の執行機関とし
ての責任や機動性を問し¥直すという視点から制度改革案が議論され、その上で、改革に伴い生じる
懸念を取り除くための議論が展開されてきたと言える。現行の教育委員会が執行機関としての役
割を適切に果たすものになっているかという閉し¥は、教育委員会をj{}t1子機関として位置づける担
本の教育委員会制度が本質的に抱える難点を突くものであり、確かに議論されるべきであろう。
しかし、そうした朝刊子機関としての適切牲に焦点が当たる一方で、合議制教育委員会の意味は十
分に検討されていないのではないか。
冒頭で参照した教育委員会の基本原理に即していえば、合議制教青委員会にかかわる基本原理
は、首長からの相対的独立性と、レイマンコントローノレ(住民統制)である。これらは、地方教
育行政における多様性の尊重という点で重要な意味をもっ。(ここでいう多様性とは、政治的中立
性にかかわる点のみならず、広く教育にかかわる住民の多様な意思のことを指す。)地域住民の
教育意思を反映する場が制度的に設けられても、その場の独立性が担保されなかった場合、支配
的な意見とは異なる意見が糖、かれにくくなるおそれがある。そのため、栂対的独立性と住民統制
の両方の原理が保障されることが、地方教育行政を多様な芦に開いていくヒで、重要となる。
では、なぜ多様性が重要なのか。一つには、地方教育行政の自己批判能力という点からである。
宇野は、異なる見方、異なる立場、異なる利害の間に生じる摩擦や葛藤を自己反省能力の向上に
つなげることがデモクラシーの力で、あるとするが(宇野 2010)、まさに、異議申し立てを含む多
様な意見に実質的に開かれた仕組みを構築していくことが、地方教育行政の自己吟味と、より良
い教育行政の希求につながるので、ある。またもう一つには、多様な教育実践の保障という点があ
る。とりわけ近年、各学校の自主性・自律性が拡大されつつある中で、各学校の多様な実践の詩Ij
発を損ねず、むしろ支援するような地方教育行政のあり方が求められているのであり 1ヘそうし
た点を踏まえても、地方教育行政における多様性の尊重の重要性は増していると言える。
しかし、今回の一連の改革論議において、こうした観点が十分に考慮されているかどうかは、
検討の余地がある。例えば首長・教育長・教育委員会の関係についても、三者の良好な関係性や
「連携協力jが重視される反面、緊張関係は現行制度下に比べてゆるむと考えられるが、これは
多様性という観点からみたときに問題はないか。今日の日本社会では、(私たち〉の形成が難しく、
有権者の集合的な意図としての「民意」の存在を疑う声もあり(宇野 2010)、首長による「民意j
の反映としづ経路だけでは、多様な声を取り込むには十分ではない。現行制度下ならば、そこで
例えば矢野 (20l3)が取り上げた大阪市教育委員会の事例のように、教育委員会が住民の声を聴
取することを通して、首長とは違った経路から多様な声を取り込み、批判的検討を行うことが可
能である。これはアクタ一間の緊張関係が有効に機能した例といえる。しかし緊張関係が弱まっ
た場合、限られた一部の芦にもとづいて地方教育行政が動くとしづ帰結をもたらしかねない。
また今回の「答申jでは、学校運営協議会などの代表者を教育委員にする可能性も提起されて
一守一
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いるが 14、こおらも多様性左れう点では懸念、が残る己なぜなら、そもモも学校運営協議会などの
多様な声の反映に誌題があることが指摘されており(勝野 2008;仲田
2010)、そうした学校三ガバナンスと地方教育行政をダイレクトに接続させても、多様性は十分に担
保されえない。それどころか、こうした@路が「学校現場や住民の声を聴いたJとしづ正統性の
根拠に用し1られ、「聴かれなしリ多様な声が実質的に抑圧される可能性すらありえるのである。
もちろん、現行の制度下においても、先ほどの大阪市教委のような事例はあるものの、制度と
して、現行の合議制教育委員会が、多様性を保障する機能を十分に果たしているかどうかは吟味
が必要だろう。一方、今回提示された新たな制度案においても、多様性を保障するための手立て
が求められる。(例えば「答申jに記載されている、首長・教育委員会の議論の場の積極的な公開
15も、異議申し立てを含む多様な声に開かれた議論のために重要である。)地方教育行政におけ
る執行機関の責任や機動性を担保できる仕組みを作りつつも、し1かにして多様性に開かれた公教
育や地方教育行政を実現していくのかとしづ議論を、今後さらに尽くしていく必要がある。
注
1 中央教育審議会答申が 2013年 12月に出されたものの、最終的な制度設計は、文部科学省が作
成する法案の内容によることとなる。木稿の内容は、執筆終了時 (2014年 1月9日)までの
情報に基づく、改革動向の途中経過の分析および考察という性格となることを了承即応、たい。
2 教育再生実行会議 (2013) r教育委員会制度等の在り方について(第二次提言)J 
http://www.kantei.go.jp/jp/ singi/kyouikusaisei/pdf/dai2_1. pdf (最終アクセス日 2014
年 1月9日)
3 r中間まとめJpp.2-5; r答申Jpp.2-5. 
"1 r答申」にも、 f政治的立場から意見が分かれる事項が依然としてあり、教育内容や教職員の
人事なーど教育の政治的中立性が脅かされるおそれがあるという意見が多数出されたJ(p. 8)、
「教育は(ヰコIU各)安定的に行われることが必要であり、首長の交代とともに教育方針が急激に
変わることのないようにすることが必要であるとしづ意見が多数出されたJ(p.9) とある。
日当初、第 38回(11月27日)の教育制度分科会で事務局が提示した f答申J案では、首長を執
行機関とする案のみについて図が掲載され、紙幅も多く割かれていた。しかし、委員からはこ
れまでの議論を踏まえて両方の案についてしっかり記載すべきであるであるという意見が相次
いだこともあり(同分科会議事録梶田委員・門)1委員・二見委員・村上委員ほかの発言)、最
終的な「答申Jでは、首長を報ぽ子機関とする「制度改革案j と、教育委員会を執行機関とする
「別案」の両方について図が掲載され、紙IjJ~ という点でも当初よりも対等に近い形で掲載され
ている。
6 もっとも、審議が実質的に事務局主導となる場合が多く、教育委員会が追認機関化しやすい
としづ構造(新藤 2013ほか)が変わらない限り、そのような変化は限定的とも言える。
7 現行の地方自治法では、執行機関は、選挙された個人(首長)か、合議体の行政委員会に限
られるため(地方自治法第 138条の4)。
8 執行機関を首長にする案と教育委員会にする案という方向性は、 「中間まとめj以降基本的に
変わっていなし¥。ただし、第37回 (11月 18日)の教育制度分科会で事務局から示された案は、
「中間まとめj以降の様々な意見を付け加え、首長が執行機関となる(r A案j型の)仕組み
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にも rB案」に類する要素も組み込み、また逆についても同様という性格のものとなっており
(小)[ 1分科会長の発言ほか)、名称も「制度改革案その 1J 1制度改革案その2Jとなっている0
9 議を「経るjとは、従う義務まではないが強し 1拘束性があることと理解されるu答申Jp. 12) 0 
1 0竹原委員、貝ノ瀬委員ほかの発言(第37[~教育制度分科会議事録)。
11 高橋委員、竹原委員、村上委員ほかの発言(第 37密教育制度分科会議事録)。
1 2小)1分科会長の発言(第37回教育制度分科会議事録)。
1バ管理J機構から f支援J機構への役割の再定義(堀・ lWIJ林 2009) といった議論とも結びつく。
1 Ll r答 I~ヨ J p.7. 
1 5 答申Jp. 13. 
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